第１３章　金融
金融の概況
　昭和58年末の日本の対外債権、債務残高をみると、純資産は、西独を抜いて、世界第二位となり、我が国は、アメリカに次ぐ経済大国にのし上がった。
　しかし、その一方、金融の自由化は、日本の「金融保護主義」により、大幅に遅れていた。
　近年、日本は国債の大量発行と経済活動の国際化により、金融の自由化、国際化がクローズアップされてきたが、58年秋の米大統領の来日を機に日米金融摩擦が表面化し、昭和59年４月３日、大蔵省により、中長期プログラム「金融自由化の展望と指針」が、同年５月29日には､「金融自由化及び円の国際化についての現状と展望」が発表された。
　これにより、昭和22年、臨時金利調整法で金利が規制されて以来「護送船団方式」といわれ保護されてきた日本の金融制度は、180度の転換期を迎えた。
　この影響をうけ、短期金融市場では、その規模が急速に拡大し、伝統的な円コール、手形市場のウエートが低下している半面、ドル・コール、譲渡性預金（ＣＤ）などが増大してきており、今後、この傾向は、さらに強まるものとみられる。　
　預金金利については、まず、大口預金、金利の自由化を進め、譲渡性預金（ＣＤ）の発行条件の緩和、および市場金利連動型預金を認め、最後に、小口預金金利の自由化が進められるが、これは、一般の預金者に大きなメリットをもたらし、我が国の金融システムの効率化に役立つが、その一方で金融機関の経営に大きな影響を及ぼす可能性がある。
　金融政策の運営については、金融の国際化について、これまで以上に制約されてきており、最近では、為替レートの変動により、その運営が制約されている。
証券取引状況についてみると、昭和58年度に入り景気底入れ感が高まり、エレクトロニクスやバイオ関連の成長企業を中心に株価が上昇し、大証250種修正株価平均は７月４日に10000円台に乗せた。そして11月１日には、大証の新しい市場として特別指定銘柄制度（通称「新2部」）が発足した。 58年度中の売買高は135億株、８兆3500億円で、前年よりそれぞれ46.7パーセント、34.1パーセント増の大幅な増加となった。
　このような状況の下で、府下の金融事情をみると、名目での個人所得の伸びの低位、58年前半までの企業収益の低下、信託勘定の好調により、全体的に預貯金の伸び悩みがみられた。
　貸出金については、伸び率は横ばいないし低下と低調ではあるが、景気の立ち直りに伴い、基調において緩やかに回復しつつある。
　企業の倒産状況をみると、年間で1969件で前年比6.0パーセント減、負債金額は2226億円で同26.0パーセント減と、しだいに落ち着いてきた。
　これは57年４月から６月期からの前年同月比増加傾向が58年１月から３月期まで続いたが、58年４月から６月期以降は、景気の回復に伴って、倒産件数が減少してきたためである。
　このように、回復のテンポは全国よりやや弱いものの大阪経済は、４月から６月期以後緩やかに回復へと転じている。
